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障害高齢者の日常生活自立度（以下，障害自立度）はどのくらいの期間，維持されるのかを
把握するため障害自立度維持期間の算出を試みた。さらに，障害自立度維持期間に脳卒中およ
び認知症はどの程度影響するのかを検討する。
Ｔ県Ⅹ地区において2001年４月１日～2006年12月31日の期間に新規に要介護認定を受けた第

１号被保険者のうち，障害自立度がＪ１からＢ２であった高齢者を対象に， - 法
を用いて障害自立度維持期間の算出を行った。さらに，脳卒中および認知症の有無により分類
した４群において障害自立度ごとに障害自立度の悪化に関するハザード比，障害自立度維持期
間を算出した。
障害自立度維持期間は，算出可能なものにおいては0.57～4.54年であった。また，脳卒中・

認知症なし群を基準とした障害自立度の悪化に関するハザード比を算出した結果，ランクＪに
おいては脳卒中単独群では1.05（ｐ＝0.759），認知症単独群では1.33（ｐ＝0.016），脳卒中・
認知症あり群では1.80（ｐ＜0.001）であり，ランクＡ，Ｂでも同順で脳卒中・認知症あり群
が最も高い値を示した。脳卒中・認知症なし群の障害自立度維持期間を基準とした場合，脳卒
中・認知症あり群の障害自立度維持期間は２～2.5倍短く，どの群よりも短かった。
脳卒中と認知症は障害自立度の悪化に相乗して影響を与えることが明らかとなり，脳卒中と

認知症が同時に存在することで障害自立度維持期間は最も短くなることが示された。
障害高齢者の日常生活自立度，維持期間，脳卒中，認知症

Ｉ

わが国の平均寿命は著しく延び，現在では世
界有数の長寿国となっている。寿命の延長に伴
い高齢者が急増する社会構造の中で生活習慣病
の増加および要介護状態等になる者の増加は深
刻な社会問題となっている1)。平均寿命の延び
は，自立期間のみではなく，障害期間の延長を
もたらしているとの指摘2)もあり，延長した寿
命の質に関する深刻な議論がなされている。

従来，集団の健康状態を示す指標としては，
有病率，死亡率などが用いられてきた。しかし，
高齢者の多くは様々な疾病やそれに伴う障害を
有することが多いことから高齢者の健康状態を
示す指標としては，日常生活を営むうえで必要
とされる生活機能が自立した状態でいられるか
を示す「健康寿命」を用いるのが適していると
され，健康日本21では健康寿命の延伸を目指し，
具体策を提言している。
一方，介護保険制度の目的である「高齢者の
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自立支援」の理念を踏まえると，要介護状態と
なった高齢者においてもさらに重度の要介護状
態へ悪化しないよう悪化予防の視点も大切であ
ると考えられる。そのため，単に健康寿命を延
ばすのではなく，障害期間においてもできる限
り自立度を維持し，残った機能を最大限に活用
しながら生活していくことが大切であると考え
られる。
これまで要介護高齢者を対象とした研究とし

ては，要介護高齢者の発生（罹患）率3)，死亡
率4)，要介護状態となる要因の検討5)6)，要介護
度や日常生活動作（ ）の経時的変化4)5)7)-11)

やサービス利用による変化12)，悪化に影響する
危険因子5)9)10)など縦断的に研究しているものが
多くみられるが，死亡や悪化などが一定の期間
にどれだけ発生したのか割合をみることにとど
まっており，状態がどの程度維持されているの
か期間に注目したものは見当たらない。今まで
把握されていなかった障害自立度の維持期間を
把握することは，障害を持つ高齢者の状態を示
す集団指標の１つとなりうると考えられる。
そこで，本研究では要介護認定となった高齢

者がどのくらいの期間にわたり状態が維持され
るのか，その全体像を明らかにすることを目的
に障害自立度維持期間の算出を試みた。さらに，
要介護状態に至る主要な要因である脳卒中と認
知症は障害自立度維持期間にどの程度影響を与
えるのかを明らかにする。

Ⅱ

Ｔ県Ⅹ地区（2007年10月１日現在の人口は
53,594人，老年人口割合24.2％）の介護保険被
保険者において，2001年４月１日～2006年12月
31日の期間に新規に要介護認定を受けた第１号
被保険者のうち，障害自立度がＪ１からＢ２で
あった2,322人（男性846人，女性1,476人）を
対象とした。

性，年齢，障害自立度，認知症高齢者の日常

生活自立度，脳卒中の有無，認定有効期間の開
始と終了の時期を把握した。また，2007年６月
30日までの転帰（生存，転出，死亡）を把握し，
転出，死亡に関してはその時点で観察打ち切り
とし，生存に関しては観察終了日をもって観察
打ち切りとした。
年齢は，「65～74歳」「75～84歳」「85歳以

上」の３群に，障害自立度は，「ランクＪ」「ラ
ンクＡ」「ランクＢ」の３群に分類した。脳卒
中の有無に関しては，脳梗塞，脳出血，くも膜
下出血等の脳血管疾患がみられるものを「脳卒
中あり」，みられないものを「脳卒中なし」と
分類した。認知症に関しては，認知症高齢者の
日常生活自立度における自立とランクＩを「認
知症なし」，ランクⅡ～ⅣおよびＭを「認知症
あり」とした。さらに，脳卒中および認知症の
有無により，脳卒中と認知症のいずれもみられ
ない「脳卒中・認知症なし群」，脳卒中のみみ
られる「脳卒中単独群」，認知症のみみられる
「認知症単独群」，脳卒中と認知症のいずれも
みられる「脳卒中・認知症あり群」と４群に分
類した。

障害自立度維持期間算出に当たり，次の２つ
の前提を用いた。①障害自立度は長期的には悪
化傾向にあるとし，以前の判定よりも悪化する
までの期間を維持期間とする。②初回認定時の
判定より２回目の判定が１ランクでも改善した
場合は，２回目以降の判定結果を用いる。
障害自立度維持期間については -
法を用いて25パーセンタイル値を算出し

た。次に，性・年齢を調整し，脳卒中および認
知症の有無により分類した４群間における障害
自立度の悪化に関するハザード比を 比例
ハザードモデルを用いて障害自立度ごとに算出
した。さらに，死亡リスクの極端に高い85歳以
上を除き，脳卒中および認知症の有無により分
類した４群において，障害自立度ごとに障害自
立度維持期間の25パーセンタイル値を算出した。
有意水準は５％とし，解析ソフトは

を用いた。
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（単位 人，（ ）内％）

全体 65～74歳 75～84歳 85歳以上

障害自立度
ランクＪ
ランクＡ
ランクＢ

脳卒中
あり
認知症
あり
転帰
生存
死亡
転出
その他

（単位 年）

男性 女性

25パーセン
タイル値 標準誤差 25パーセン

タイル値 標準誤差

65～74歳
ランクＪ
ランクＡ
ランクＢ
75～84歳
ランクＪ
ランクＡ
ランクＢ
85歳以上
ランクＪ
ランクＡ
ランクＢ

注 - 法を用いて障害自立度維持期間の25パーセンタ
イル値を算出した。
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Ⅲ

対象者の概要を に示す。平均年齢は80.9
±7.1歳であった。年齢階級別では，65～74歳
が426人（18.3％），75～84歳が1,122人（48.3
％），85歳以上が774人（33.3％）であった。障
害自立度別ではランクＪが979人（42.2％），ラ
ンクＡが1,025人（44.1％），ランクＢが318人
（13.7％）であった。このうち，脳卒中がみら
れる者は1,113人（47.9％），認知症がみられる
者は920人（39.6％）であった。

- 法を用いて性・年齢・障害自
立度別に維持期間の25パーセンタイル値を算出
した結果を に示す。男性の65～74歳ではラ
ンクＪ1.03（標準誤差（以下， ）0.47）年，
ランクＡ1.83（ 0.41）年，ランクＢ2.55
（ 1.48）年，75～84歳では同順でそれぞれ
1.22（ 0.28）年， 1.56（ 0.19）年， 3.26
（ 0.61）年，85歳以上で0.57（ 0.15）
年，1.54（ 0.26）年，3.08年であった。女
性の65～74歳ではそれぞれ1.56（ 0.09）年，
3.00（ 0.67）年，算出不能，75～84歳では
1.52 （ 0.12） 年， 2.53 （ 0.33） 年，
4.54年，85歳以上では1.00（ 0.23）年，
1.92（ 0.19）年，算出不能であった。

脳卒中および認知症の有無により分類した４
群において 比例ハザードモデルを用いて
脳卒中・認知症なし群を基準とした障害自立度
の悪化に関するハザード比を算出した 。
脳卒中単独群における障害自立度の悪化に関す
るハザード比はランクＪで1.05（ｐ＝0.759），
ランクＡで1.08（ｐ＝0.679），ランクＢで0.53
（ｐ＝0.341）とどのランクにおいても基準と
有意な違いはみられなかった。一方，認知症単
独群では，悪化に関するハザード比はランクＪ

で1.33（ｐ＝0.016），ランクＡで1.62（ｐ
＜0.001），ランクＢで1.10（ｐ＝0.806）と１
より大きい値を示した。特に，ランクＪ，Ａに
おいては有意に高値を示した。さらに，脳卒
中・認知症あり群においては，ランクＪで1.80
（ｐ＜0.001），ランクＡで1.93（ｐ＜0.001），
ランクＢで1.59（ｐ＝0.215）と1.5以上のハ
ザード比を示し，特にランクＪ，Ａでは有意に
高い値を示した。

- 法を用いて，脳卒中および認
知症の有無で分類した４群における障害自立度
維持期間の25パーセンタイル値を算出した
。脳卒中・認知症なし群における障害自立
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１標準誤差ハザード
比 下限 上限

Ｐ値

ランクＪ
脳卒中・認知症なし群
脳卒中単独群
認知症単独群
脳卒中・認知症あり群
ランクＡ
脳卒中・認知症なし群
脳卒中単独群
認知症単独群
脳卒中・認知症あり群
ランクＢ
脳卒中・認知症なし群
脳卒中単独群
認知症単独群
脳卒中・認知症あり群

注 性別をストラータにし，年齢３群，脳卒中および認知症の有無に
より分類した４群を強制投入し， 比例ハザードモデルを用いて
障害自立度別に障害自立度の悪化に関するハザード比を算出した。

（単位 年）

ランクＪ ランクＡ ランクＢ

25パーセン
タイル値

標準
誤差

25パーセン
タイル値

標準
誤差

25パーセン
タイル値

標準
誤差

脳卒中・認知症なし群
脳卒中単独群
認知症単独群
脳卒中・認知症あり群

注 - 法を用いて脳卒中および認知症の有無により分類した４群における
障害自立度維持期間の25パーセンタイル値を算出した。
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度維持期間はランクＪで1.96（ 0.20）年，
ランクＡで3.30（ 0.55）年であり，ランク
Ｂは算出不能であった。脳卒中単独群において
は同順でそれぞれ1.55（ 0.29）年，3.50
（ 0.63）年，算出不能，認知症単独群にお
いては1.24（ 0.20）年，1.95（ 0.24）
年，4.00（ 0.76）年，脳卒中・認知症あり
群においては0.77（ 0.19）年，1.53（
0.10）年，2.96（ 0.76）年であった。

Ⅳ

本研究により，Ｔ県Ⅹ地区における65歳以上
の要介護高齢者の障害自立度維持期間を算出す
ることができた。本研究で維持期間算出に当た
り用いた前提については，要介護度において経

年変化をみた武田4)の研究により，維持・悪化
した者は全体の83.2％であったことから，障害
自立度は長期的には悪化傾向にあるとし，判定
時の状態が悪化するまでを維持期間として捉え
た。また，先行研究2)3)5)13)より，高齢者の能力
低下は固定しているものではなく，極めて流動
的であるとしている。これらの改善は，約１年
という認定初期に多くみられており，初回認定
の判定において急性期から慢性期への回復途上
期を一部用いていることがあるためではないか
と考え，本研究では初回認定時の判定より，２
回目の判定が１ランクでも改善した場合は，２
回目以降の判定結果を用いることとした。
今回，障害自立度維持期間は障害自立度がよ
り重度の者において維持期間が長いという結果
が得られた。河野ら9)はランクＪの高齢者が１
年間で31.4％自立度が低下したと報告している。
この結果は１年間で約70％の者が状態を維持し
ていると考えられ，本研究における25パーセン
タイル値と置き換えると，約１年であると推定
できる。本研究におけるランクＪの障害自立度
維持期間は男性では1.00年，女性では1.52年と，
ほぼ同程度の結果が得られたと考えられ，本研
究で用いた算出方法は実態と大きくかけ離れた
結果をもたらすものではないと考えられた。

比例ハザードモデルを用いて，障害自
立度の悪化に関するハザード比を障害自立度ご
とに求めたところ，脳卒中単独では障害自立度
の悪化に顕著な影響を及ぼさないことが明らか
になった。一方，認知症単独ではランクＪ，Ａ，

Ｂのどの障害自立度においても，
認知症は障害自立度の悪化に大き
な影響を与えていることが明らか
となった。認知症が要介護度や

に与える影響に関しては，
様々な研究12)14)15)がなされており，
認知症が状態の悪化に大きく影響
していることは明らかとなってお
り，認知症があることにより障害
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自立度維持期間が短くなったとの本研究の結果
は矛盾していない。
脳卒中と認知症の両方が同時に存在する場合，

脳卒中単独影響，認知症単独影響よりもさらに
大きな影響を与えることがわかった。脳卒中と
認知症の相乗影響に関する研究はこれまでなさ
れておらず，今回脳卒中と認知症の両方が同時
に存在することで相乗して影響を及ぼすという
結果は，意義のあるものであるといえる。
しかし，本研究では，認知症の有無により２

群に分類しており，認知症の程度によって障害
自立度維持期間にどのように影響するのか，ど
の程度の認知症と脳卒中の相乗影響が大きくな
るのかは不明であり，さらなる検討が必要であ
るといえる。また，本研究で算出した障害自立
度維持期間は高齢者の健康状態を示す集団指標
の１つとなりうると考えられ，今後経年的に算
出し，年代間で比較することで，高齢者を取り
巻く様々な環境や社会システム等の評価につな
がると考えられる。
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